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１ 組織名等
（平成１９年１０月１日現在）

http://www.tokyometro.jp/

役員の任免

予算・決算

役員の任免

予算・決算

今後の組織改編予定 なし

会社の代表取締役又は代表執行役の選定及び解職並びに監査役の選任
及び解任又は監査委員の選定及び解職の決議は、国土交通大臣の認可を
受けなければ、その効力を生じない。（東京地下鉄株式会社法第５条）

会社は、毎事業年度の開始前に、その事業年度の事業計画を定め、国土交通大臣に提出しな
ければならない。（東京地下鉄株式会社法第６条前段）
会社は、法第６条前段の規定により事業計画を提出しようとするときは、当該事業計画に資金計
画書及び収支予算書を添えて、国土交通大臣に提出しなければならない。（東京地下鉄株式
会社法施行規則第３条第１項）
会社は、毎事業年度終了後３月以内に、その事業年度の貸借対照表、損益計算書及び事業
報告書を国土交通大臣に提出しなければならない。（東京地下鉄株式会社法第８条）

政府の
関与

なし

なし

国会の
関与

所管府省 国土交通省

資本金

事業目的
東京都の特別区の存する区域及びその付近の主として地下において、鉄道事業及
びこれに付帯する事業を経営すること

５８１億円 政府出資比率 53.42%

組織形態 特殊会社

根拠法規 東京地下鉄株式会社法（平成１４年法律第１８８号）

調 査 票

特殊法人名 東京地下鉄株式会社

HPアドレス



２ 職員数等

非常勤

9,678人 20人

プロパー職員数 9,678人 20人

所管官庁からの出向者数 0人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

同上 9,539人 18人

プロパー職員数 9,539人 18人

所管官庁からの出向者数 0人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

同上 9,273人 17人

プロパー職員数 9,271人 17人

所管官庁からの出向者数 0人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

2人 0人

東京地下鉄株式会社 9,083人 19人

プロパー職員数 9,081人 19人

所管官庁からの出向者数 0人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

2人 0人

同上 8,904人 18人

プロパー職員数 8,895人 18人

所管官庁からの出向者数 0人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

9人 0人

同上 8,832人 17人

プロパー職員数 8,823人 17人

所管官庁からの出向者数 0人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

9人 0人

同上 8,835人 15人

プロパー職員数 8,829人 15人

所管官庁からの出向者数 1人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

5人 0人

３ 役員数等

非常勤

13人 2人

13人 2人

13人 2人

14人 2人

14人 2人

14人 2人

14人 1人

その他（民間企業）

備考
・平成１９年４月１日現在の所管官庁からの出向者数（１名）は、官民交流による派遣者である。

平成１８年４月１日現在

その他（　　　　）

平成１４年４月１日現在

平成１７年４月１日現在

平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

役員数

平成１５年４月１日現在

その他（民間企業）

平成１３年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

組　　　　　　織　　　　　名
常　　　勤

職員数（役員を除く）

その他（民間企業）

その他（民間企業）

帝都高速度交通営団

その他（　　　　）

常　勤

平成１９年４月１日現在

その他（民間企業）

平成１６年４月１日現在

平成１７年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１３年４月１日現在

平成１４年４月１日現在



４ 役員給与総額及び個人別給与年額

平成１３年度　

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

平成１３年度 千円

千円

平成１４年度 千円

千円

平成１５年度 千円

千円

平成１６年度 千円

千円

平成１７年度 千円

千円

平成１８年度 千円

千円

平成１９年度（４月～９月までの６カ月分） 千円

千円

（注）　役員は、非常勤を含む

備考
・個人情報に属する事柄であることから、本人にその開示を求めることは適当でないため、役職別の報酬総額で回答。

監査役総額 21,807

監査役総額 45,199

取締役総額 124,053

監査役総額 49,528

取締役総額 234,712

監査役総額 49,528

取締役総額 233,608

監事総額 37,885

取締役総額 230,052

監事総額 38,571

総裁・副総裁・理事総額 226,068

監事総額 44,113

総裁・副総裁・理事総額 225,979

279,911千円

報　　酬　　総　　額支　給　年　度

役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

283,136千円

279,580千円

支　給　年　度 役　　　職　　　名 報　　酬　　年　　額

267,969総裁・副総裁・理事総額

役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

312,082千円

264,550千円

263,953千円



５ 役員氏名等
（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

特殊法人
等役員経
験

就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

- - H16.4.1 74歳  

常勤 無給

非常勤 無給

○ - H16.4.1 61歳

- -

- - H17.6.29 63歳  

- -

- - H17.6.29 57歳  

- -

- - H16.4.1 54歳  

- -

- - H16.4.1 55歳  

- -

- - H17.6.29 59歳  

- -

- - H16.4.1 53歳  

非常勤 無給

- - H16.4.1 56歳  

赤澤　健一 取締役

平成16年3月31日　帝都高速度交通営団理事

東葉高速鉄道株式会社　

赤星　經昭 常務取締役

平成17年6月28日　東京都総務局長退任

-

矢萩　秀一 常務取締役

平成16年3月31日　帝都高速度交通営団理事

- -

野村　勝彦 代表取締役副社長

平成16年3月31日　帝都高速度交通営団理事
平成16年4月 1日　東京地下鉄株式会社代表取締役専務

- -

福永　正通 代表取締役副社長

平成17年6月22日　東京都副知事辞職

-

梅﨑　壽 代表取締役社長

昭和41年4月　運輸省入省
大臣官房長、運輸事務次官、国土交通省顧問
平成14年6月　退職
平成14年8月　帝都高速度交通営団副総裁

-

取締役

栗原　俊明 取締役

平成16年3月31日　帝都高速度交通営団理事

-

代表取締役会長

取締役

-

-

日本通運㈱

-

-

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

奥　義光 常務取締役

濱中　昭一郎

平成15年6月　日本通運㈱代表取締役会長　退任

相談役

神奈川開発観光株式会社



- -

- - H16.4.1 55歳  

非常勤 無給

○ ○ H18.6.29 56歳  

- -

○ ○ H18.6.29 57歳  

- -

- - H16.4.1 56歳  

非常勤 無給

○ - H18.6.29 56歳  

- -

- - H16.4.1 58歳  

非常勤 無給

昭和44年4月　　　板橋税務事務所（入都）
平成15年6月　　　東京都産業労働局金融担当部長退任

常勤監査役

平成16年3月31日　帝都高速度交通営団　総務部長

株式会社メトロコマース

友廣　保 常勤監査役

-

昭和48年4月　大蔵省入省
財務省東北財務局総務部長、東海財務局総務部長
平成16年6月17日　退職
平成16年6月　　　農水産業協同組合貯金保険機構総務部長
平成18年6月　　　退職

-

鹿島　博之

監査役

--

梁川　卓

監査役（非常勤）

昭和49年4月　　　建設省入省
国土交通省都市・地域整備局市街地整備課長、大臣官房技術審議官
平成17年1月1日　 大臣官房技術審議官退任
平成17年1月2日　（財）民間都市開発推進機構常務理事
平成18年6月28日  退任

取締役埼玉高速鉄道株式会社

増井　健人 取締役

昭和48年4月　　　運輸省入省
気象庁次長
平成15年7月      退職
平成15年7月　　　（社）全国通運連盟　理事長
平成18年7月　　　退職

--

小前　繁 取締役

平成16年3月31日　帝都高速度交通営団理事

平成16年3月31日　帝都高速度交通営団　鉄道本部安全・技術部長

--

東濱　忠良 取締役

備考
他の特殊法人等における報酬年額、退職金額については、会社として把握していない。

(注)公務員経験欄の△は旧国立大学の教官

株式会社　新銀行東京 取締役



６ 退職金支給総額等

役職員の退職金支給総額

（うち役員への支給総額）

平成１３年度 15,530,914千円 常　勤 常　勤 36.9年    

(118,180千円) 非常勤 非常勤 7.8年    

平成１４年度 14,566,869千円 常　勤 常　勤 36.6年    

(34,831千円) 非常勤 非常勤 1.5年    

平成１５年度 15,776,080千円 常　勤 常　勤 36.6年    

(183,681千円) 非常勤 非常勤 3.2年    

平成１６年度 13,247,000千円 常　勤 常　勤 36.1年    

(0千円) 非常勤 非常勤 0年　　

平成１７年度 12,521,801千円 常　勤 常　勤 35.0年    

(5,880千円) 非常勤 非常勤 0年　　

平成１８年度 15,512,666千円 常　勤 常　勤 36.1年    

(14,925千円) 非常勤 非常勤 6.8年    

役　　職　　名

平成１３年度 理事総額

監事総額

平成１４年度 副総裁、理事総額

平成１5年度 総裁、副総裁、理事総額

監事総額

平成１６年度 -

平成１７年度 取締役総額

平成１８年度 取締役総額

監査役総額

備考
東京地下鉄株式会社創立 平成16年4月1日
業績勘案率は平成16年1月から採用
法人より、退職金については、個人情報に属する事柄であることから、本人にその開示を求めることは適当で
ないため、個別の情報は控えさせて頂きます。

4,975千円

34,830千円

-

153,251千円

5,879千円

30,422千円

H14.3.31まで
（役職別基本額）×0.36×（在任月数）
H14.4.1からH15.12.31まで
（役職別基本額）×0.28×（在任月数）
H16.1.1から
（役職別基本額）×0.125×（在任月数）×業績勘
案率

9,950千円

105,546千円

支給年度

退職年度

備考　　　　　東京地下鉄株式会社創立16.4.1

役　　員　　別　　の　　退　　職　　金　　支　　給　　額

職員に対する退職金平均支
給額

32,008千円

32,862千円

0千円

0千円

左の平均勤続年数

0千円

備考

退職金額

12,633千円

計　　算　　式

30,601千円

30,933千円

0千円

31,951千円

0千円

31,390千円

0千円



13 特殊法人から他の法人等への出向職員数等

1年未
満

１～２
年未満

２～３
年未満

３～４
年未満

４年
以上

対象人数

平成１３年度 255人 43人 123人 22人 40人 27人 民間等 8人

平成１４年度 454人 206人 99人 88人 35人 26人 民間等 12人

1人 1人 0人 0人 0人 0人 公益法人 0人

377人 59人 200人 66人 33人 19人 民間等 11人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 公益法人 0人

320人 52人 56人 159人 33人 20人 民間等 9人

1人 1人 0人 0人 0人 0人 国 0人

2人 0人 1人 1人 0人 0人 公益法人 1人

297人 34人 73人 55人 115人 20人 民間等 10人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 国 0人

5人 1人 1人 1人 1人 1人 公益法人 2人

255人 55人 83人 32人 57人 28人 民間等 12人

3人 1人 1人 0人 1人 0人 公益法人 1人

182人 80人 32人 57人 4人 9人 民間等 13人

１４　平成１８年度における支出の概要 引き続き調査中

１５　行政組織から特殊法人への再就職 引き続き調査中

１６　特殊法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

出向職員数

70,603,943円

経過年数

出向先の区分

出向者の給与について補填している場合

補　　填　　総　　額

29,275,167円

43,931,263円

平成１5年度

36,964,948円

平成１６年度 60,089,712円

平成１９年度（４月～９
月までの６カ月分）

平成１８年度 93,013,281円

平成１７年度 71,254,328円
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